
取引先

気候変動の「緩和」に向けた取組み さまざまな環境問題の解決を⽬指した取

組み

⼈間尊重への取組み
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損保ジャパン⽇本興亜は、取引先の皆さまと連携しながらバリューチェーン全体でのＣＳＲの取組みを⾏っ

ています。�

当社と取引のある廃棄物収集運搬・処分業者や、印刷業者、物流業者などに対し、グループＣＳＲビジョ

ン、グループ環境ポリシーおよびグループＣＳＲ調達ポリシーを通じて、当社の取組姿勢を共有するととも

に、廃棄物の適切な処理、当社ビルへの有害物質の持込の禁⽌などの環境配慮の取組みや、児童労働や強制

労働により製造された製品や紛争鉱物の使⽤など国際規範上問題とされる製品を使⽤しないことを要請する

など、バリューチェーンにおける環境や社会に配慮した取組みを推進しています。�

また、紙の選定・購⼊については再⽣紙推進の観点から業者を選定し、グリーン購⼊ルートを確⽴していま

す。

2010年に⽶国で成⽴したドット・フランク法 、2015年に英国で施⾏された現代奴隷法 、2017年4⽉に

発⾏された持続可能な調達に関する国際規格ＩＳＯ２０４００など、企業に対するサプライチェーンを含め

た適切な対応が⾼まっています。ＳＯＭＰＯホールディングスでは、このような社会的要請の⾼まりを踏ま

え、お取引先をはじめとするステークホルダーと連携し、持続可能な社会の実現に向けてより⼀層の貢献を

していくことを⽬的に、公正・公平な取引、法令などの遵守、社会的課題に配慮した調達を⾏うことを定め

た「グループＣＳＲ調達ポリシー」を制定しています。

気候変動の「緩和」に向けた取組み

取引先と連携した環境・社会的責任の取組み

グループＣＳＲ調達ポリシー

*1 *2

企業に対して、⾃社製品にコンゴ共和国から産出される鉱物が含まれているかどうかを調査する義務等

を課した法律

*1

企業のサプライチェーン上に、強制労働や⼈⾝取引などの⼈権侵害の有無を確認させる義務等を課した

法律

*2
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●損保ジャパン⽇本興亜

グループＣＳＲ－ＫＰＩに基づき、ＰＤＣＡサイクルによるマネジメント体制を構築し削減に取り組んでい

ます。�

帳票作成の合理化や電⼦化など、余剰印刷物を発⽣させない運営体制を構築しています。�

また、タブレット端末の導⼊による社内会議資料のペーパーレス化などに⼒を⼊れ、紙使⽤量の削減に継続

的に取り組んでいます。

●損保ジャパン⽇本興亜ひまわり⽣命

紙使⽤量の削減、環境への配慮、お客さまの利便性向上の観点から、ＣＤ－ＲＯＭ版の「ご契約のしおり・

約款」を導⼊しています。�

ＣＤ－ＲＯＭ版の「ご契約のしおり・約款」は、[1]全⽂検索機能、[2]付箋（ふせん）貼り付け機能、[3]メ

モ機能、[4]拡⼤・縮⼩表⽰機能などがあるデジタルブックで収録しました。また、お客さまの視点に⽴

ち、わかりやすさ、使いやすさを考慮した結果、実際にはご契約していない複数の商品を収録するのではな

く、商品ごとにＣＤ－ＲＯＭを分けて、提供しています。

●セゾン⾃動⾞⽕災

2017年7⽉1⽇以降始期の⾃動⾞保険契約を対象に、お客さまのマイページで保険内容を確認・印刷できる

「デジタル保険証券」（ＰＤＦファイル）を導⼊するとともに、これまで紙で送付していた保険約款、事

故・トラブルサポートブックを電⼦ファイルにて提供しています。そのほか、社内会議におけるタブレット

端末による資料の電⼦化などにより、紙使⽤量の削減に取り組んでいます。

●そんぽ24

インターネットによる申込⼿続きだけでなく、電話による申込⼿続きにおいても申込書を不要とし、申込み

に関するペーパーレス化を実施しています。2017年10⽉からは、お客さまからの⾞検証（写）等の郵送に

よる提出を不要とし、ペーパーレス化をさらに推進しました。また、インターネットによる申込⼿続きの際

に、お客さまが保険証券送付の省略を選択された場合の保険料割引を導⼊し、紙使⽤量のさらなる削減を図

っています。2017年度の証券省略割引適⽤契約率は、47.0%でした。

紙使⽤量削減に向けた取組み
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ＳＯＭＰＯホールディングスグループでは、道路、空港、電⼒、上下⽔道などのインフラを対象とした投融

資を⾏っており、中でも環境に配慮した再⽣可能エネルギー発電事業を対象とした投融資を積極的に⾏って

います。こうした事業への投融資は、景気変動の影響を受けにくく、⻑期にわたり安定した収益を期待でき

ます。�

国内のエネルギー供給は⽯油、⽯炭、天然ガスなどの化⽯燃料が9割以上を占めており、その⼤部分は海外

に依存していますが、近年、新興国の経済発展を背景として、世界的にエネルギー需要が増⼤しており、化

⽯燃料価格が乱⾼下するなど、エネルギー市場が不安定化しています。加えて化⽯燃料の利⽤に伴って発⽣

する温室効果ガスを削減することが重要な課題となっています。�

ＳＯＭＰＯホールディングスグループでは、資源枯渇の恐れがなく、環境への負荷が少ない再⽣可能エネル

ギー普及の⼀助のため、2007年度よりいちはやく個⼈向け太陽光発電提携融資の取扱を開始しました。そ

の後、⾵⼒発電やバイオマス発電向けなど太陽光発電以外にも対象を拡⼤しています。

さまざまな環境問題の解決を⽬指した取組み

投融資でのＥＳＧ配慮
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英国において、2015年3⽉26⽇に「現代奴隷法（Modern�Slavery�Act）」が施⾏されました。この法律

は、⼈⾝売買、強制労働、性的搾取などの「現代の奴隷」に英国企業が加担することを抑制するために施⾏

され、英国で事業を⾏う全世界での売上⾼が3,600万ポンドを超える企業を対象に、サプライチェーンにお

ける奴隷労働に関する声明の提⽰を求めるものです。該当企業は、毎年「奴隷・⼈⾝取引声明」を発⾏し、

対策の内容などを⽰すことが求められています。このサプライチェーン管理の背景には、企業が⾃社だけで

なくサプライチェーン全体を通じて⼈権侵害を未然に防ぐために、マイナスの影響を把握し、報告、是正、

対処するプロセス「⼈権デューデリジェンス」の重要性が⾼まっていることがあげられます。�

英国に拠点を持つSompo�International�Holdingsでは、公式ホームページにおいて声明を開⽰するなどし

て、取組みを進めています。

⼈間尊重への取組み

英国で制定された「現代奴隷法」への対応

Sompo�International�Insurance
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https://www.sompo-intl.com/about_us/corporate_governance/documents



